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１. あと数マイル・プロジェクト（鉄道延伸）の概要

１．１ あと数マイル・プロジェクト（鉄道延伸）について

【あと数マイル・プロジェクト路線図】

ṕ
Ṗ

都営大江戸線多摩都市モノレール

東京１２号線

埼玉高速鉄道

東京８号線

日
暮
里
・
舎
人
ラ
イ
ナ
ー

東所沢

大泉学園町

蓮田

岩槻 野田市

押上

箱根ケ崎

上北台

浦和美園

見沼代
親水公園

光が丘
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１. あと数マイル・プロジェクトの概要

１．２ 各路線の既設区間の状況

ểỄ
ṕ Ṗ

Ị
ṕ Ṗ

規 格 普通鉄道
リニア地下鉄

（小断面地下鉄）
普通鉄道

新交通システム
（案内軌条式鉄道）

モノレール
（跨座式鉄道）

区 間
（営業キロ）

赤羽岩淵～浦和美園
（14.6km ）

都庁前～光が丘
（放射部12.1km ）
( 環状部28.6km)

新木場～和光市
（28.3km ）

日暮里～
見沼代親水公園

（9.7km ）

多摩センター～
上北台（16.0km ）

編成 / 定員 6両 / 882 人
（他社線車両は一部８両）

8両 / 780 人 10 両 / 1518 人 5両 / 251 人 4両 / 412 人

ピーク1時間本数 16 本/h 20 本/h 23 本/h 19 本/h 9本/h

ピーク時輸送力 15,012 人/h 15,600 人/h 34,914 人/h 4,788 人/h 3,708 人/h

最混雑区間
（混雑率）

川口元郷→赤羽岩淵
（108 ％）

中井→東中野
（152 ％）

東池袋→護国寺
（148 ％）

赤土小学校前
→西日暮里
（171 ％）

柴崎体育館→
立川南

（93 ％）

Ḳ ṕ2023 Ṗ ṕ Ṗ
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２. 令和2年度開催 公共交通の利便性向上検討会議 結果概要

２．１ 公共交通の利便性向上検討会議の概要

■ 検討事項

（1）鉄道の延伸
平成２８ 年４ 月の交通政策審議会答申第198 号「東京圏における今後の都市鉄道のあり方につい

て」に位置付けられている埼玉高速鉄道線、東京12 号線、東京８号線に加え、日暮里・舎人ライナー、多
摩都市モノレールの５路線を対象として、その延伸の実現に向けて、課題の整理及び取組の方向性の検討
を行った。

（2）地域公共交通
県がこれまで実施してきた取組に関し、令和２年１１ 月の地域公共交通の活性化及び再生に関する法

律の改正や新型コロナウイルス感染症の影響などを踏まえ、改めて課題の整理及び取組の方向性の検討を
行った。

■ 会議設置の背景

将来の人口・需要や新たな技術の動向等を十分に把握した上で、公共交通の利便性向上策について、これ
までの経緯等を踏まえつつ検討を進めるため、令和２年６月に交通政策に精通した有識者等で構成する「公
共交通の利便性向上検討会議」を設置し、「鉄道の延伸」及び「地域公共交通」の２つのテーマについて検討
を進めることとした。
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２. 令和2年度開催 公共交通の利便性向上検討会議 結果概要

２．２．１ 鉄道延伸全般に関する主な意見

①鉄道延伸と一体となったまちづくりの推進
¸

②県内間移動の利便性の向上
¸

③サービスレベルの検討
¸ ṕ Ṗ

④都心からの需要の取り込み
¸

⑤鉄道の根源の状況の整理
¸

⑥将来需要の十分な検討
¸

２．２ 鉄道延伸に係る課題と取組の方向性
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２. 令和2年度開催 公共交通の利便性向上検討会議 結果概要

（東京12 号線：大泉学園町～東所沢）

①Ｂ/ Ｃ＞１の確保
ọ/Ỏṯể

②詳細な延伸ルートの精査

③混雑率上昇への対応

④（仮称）新座中央駅周辺のまちづくりの推進

⑤整備手法の具体化

（埼玉高速鉄道線：浦和美園～岩槻）

①Ｂ/ Ｃ＞１となる試算ケースの前提条件の実現性の確保
ọ/Ỏṯể

②県内交通ネットワークの向上による効果の活用

③地域のポテンシャルを生かした中間駅周辺のまちづくり

④岩槻駅における乗車人数の確保

⑤交通渋滞緩和効果の反映
ỎỚỄ

２．２．２ 各路線に関する課題の整理と取組の方向性

２．２ 鉄道延伸に係る課題と取組の方向性
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２. 令和2年度開催 公共交通の利便性向上検討会議 結果概要

（東京８号線：押上～野田市）

①Ｂ/ Ｃ＞１の確保に向けた取組

②沿線地域全体の発展を見据えたまちづくりの推進

③他都県等と連携した事業スキーム等の検討

（日暮里・舎人ライナー）

①延伸ルートの絞り込み

②混雑への対応

③次期答申に向けた道筋の整理

（多摩都市モノレール）

①延伸ルートの絞り込み

②次期答申に向けた道筋の整理

③都内区間の整備状況を踏まえた調整
7



３．近年の社会情勢の変化について

３．１ 鉄道輸送人員・混雑率の推移

参考：混雑率（最混雑時間帯１時間の平均）の目安

Ễ

ệ 令和元年度比で87.9 ％

②関東運輸局管内の鉄道輸送人員の推移

①全国鉄道輸送人員の推移

Ễ

ệ 令和元年度比で88.5 ％

Ḳ ṕ Ṗ

ṕ Ṗ
ṕ Ṗ

ṕ Ṗ

R 88.5%

R 87.9%
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３．近年の社会情勢の変化について

３．２ 鉄道各線 の旅客輸送状況

３．２．１ ＪＲ各線

Å ệ ổờ 令和元年度比で86.9 ％～93.5 ％

Ḳ 2019 Ṍ2023 ṕổờ Ṗ

ṕ Ṍ Ṗṕ Ṍ Ṗ

ṕ Ṍ Ṗṕ Ṍ Ṗ

ṕ Ṗ

R 86.9Ṿ

R 89.0Ṿ

R 93.5Ṿ

R 87.8Ṿ
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Ḳ 16 ṕ Ṗ

Ḳ 16 ṕ Ṗ

（全線）

（全線）

R 90.9Ṿ

R 88.8%

R 95.9Ṿ

R 96.9Ṿ

３．近年の社会情勢の変化について

３．２．２ 民鉄各線

ẑ 1

Å ệ 令和元年度比で88.8 ％～96.9 ％

Ḳ ṕ Ṗ

３．２ 鉄道各線 の旅客輸送状況

Ḳ2023 ṕ Ṗ
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３．近年の社会情勢の変化について

３．３ 県内鉄道事業者の業績推移

¸ 令和２年度に低下 回復傾向
¸ 令和2年度の大幅な減収により、各社営業損失を計上しているが、埼玉高速鉄道は営業利益を確保している。

Ḳ ṕ Ṗ
ṕổờ Ṗ

ṕ Ṗ

鉄道事業営業利益・損失の推移
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３．近年の社会情勢の変化について

３．４ テレワークの普及

雇用型テレワーカー* の割合の推移

Å ṕ
Ṗ

Å 令和元年度の19.1 ％
令和３年度に42.3 ％

Å令和５年度の割合は38.1 ％

Ḳ 5 ṕ Ṗ

ệ 2.3 / 令和２
年度以降、ほぼ横ばい

ẁ Ḳ
ẁ Ḳ

雇用型テレワーカーの1週間あたりの
テレワークの実施日数（日/ 週）

約2.1 日/ 週

約1.9 日/ 週

約1.9 日/ 週

約1.9 日/ 週

約2.4 日/ 週

約2.4 日/ 週

約2.3 日/ 週

約2.3 日/ 週

ṕṾṖ

Ḳ 5 ṕ Ṗ

＊
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261,671
221,849

83,834

74,340
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350,000
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1.08 1.03
1.16 1.19

1.6

1.9
2.06

2.33

2.72
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3.1

2.26
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0

0.5

1

1.5

2

2.5

3

3.5

H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 （年）

全産業平均 自動車運転

３．近年の社会情勢の変化について

Å ṕ Ṗ

Å ệ 45Ṿ

Å

Å ễ 4.9 ṕ14ṾṖ

自動車運転者の有効求人倍率の推移

鉄道事業者の現業職員数（運輸部門）の推移

Ḳ ṕ Ṗ

３．５ 労働環境の現状
３．５．１ 公共交通従事者の現状

ẑ

バス・タクシーの運転者数

Ḳ ṕ Ṗ

Ḳ
ṕ Ṗ

34.5

ṕ Ṗ

29.6（人）

（年度）
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〈建設業就業者の高齢化の進行〉

¸ 55 歳以上 割合は
55 高い傾向が継続

¸建設業 高齢化が進行

３．近年の社会情勢の変化について

３．５．２ 建設業就業者の現状

〈建設業就業者数の推移〉

¸ 平成９年度の685 万人

¸令和３年度の就業者数は482 万人 ṕ ị
Ṗ 約200 万人（30% ）減少

〇建設業就業者数

685 万人(H9) → 498 万人(H22) → 482 万人(R3)

685 万人

498 万人

ṕ Ṗ

３．５ 労働環境の現状

Ḳ ṕ Ṗ

ṕ55 Ṗ
ṕ55 Ṗ
ṕ29 Ṗ
ṕ29 Ṗ

ṕ Ṗ

ṕṾṖ

482 万人

Ḳ ṕ Ṗ
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３．５．3 建設業就業者の労務単価の推移

３．近年の社会情勢の変化について

¸ 平成25 年度以降、12 年連続で上昇

¸ Ỉ 平成24 年度比で約1.8 倍

ṕ ṕ 51 Ṗ Ṗ

単価算出法の大幅変更
・必要な法定福利費相当額

の反映を実施

建設投資の減少に伴う労働
需要の緩和により下降

12 年連続の上昇
H24 年度比で約1.8 倍

Ḳ 6 3 ṕ Ṗ

３．５ 労働環境の現状
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３．６ 物価上昇

３．近年の社会情勢の変化について

Å ễ ể
Ỉ Ỉ 鉄筋（異形棒鋼）

は70 ％ 生コンクリートは48 ％ 。

Ḳ
ṕ Ṗ

R3 年1月とR6 年6月との比較（東京）

Å 上昇傾向 。

ṕ Ṗ
※ 指標は2015年度（平成27年度）を100としている

Ḳ ṕ Ṗṕ2015 Ṗ
ṕ Ṗ
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３．近年の社会情勢の変化について

３．7 訪日外国人観光客の動向

Å Ễ Ệ

Å ệ 令和元年比で78.7 ％ 埼玉県は121.5%

Å ễ Ỉ 24

ṕ Ṗ
ṕ Ṗ

ṕ Ṗ

Ḳ ṕ Ṗ

Ḳ ṕ Ṗ

ẑờ3

Ḳ ṕ Ṗ

Ḳ ṕ Ṗ

R 78.7%

R 121.5%
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４．交通に関する最新の技術について

４．１ ICT の活用と生産性の向上

ḲNEWS RELEASEṕ Ṗ

４．１. 1 デプスカメラと人工知能（AI ）を用いた列車混雑計測システム（東京メトロ）

■【半蔵門線】 到着する電車の混雑状況をディスプレに表示する実証実験を実施

ü

ü

ü

混雑情報

ディスプレイ表示イメージ

青山一丁目駅ホーム永田町駅ホーム
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４．交通に関する最新の技術について

Ḳ ṕ Ṗ

Ḳ ẓ Ḳ

ẖ Ḳ

ḲOPENṕ Ṗ Ẕ Ḳ

４．１. 2 磁気乗車券からQRコード・顔認証への置き換え

¸ 2024 6 QR

¸ Osaka Metro 2025

¸ 8 2026 QR

ṕ Ṗ メンテナンスや磁気切符の廃棄処理にかかるコスト削減
→環境負荷の低減・持続可能な社会の実現

ṕ Ṗ切符の事前購入が不要

Ḳ ṕ Ṗ

ウォークスルー型顔認証改札機

４．１ ICT の活用と生産性の向上

QR乗車券への置き換え方針
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４．交通に関する最新の技術について

４．１. 3 建設ロボット導入による省人化と作業負荷の削減

¸¸ ṕ
Ṗ

¸

¸

Ḳ ṕ HPṖ

Robo-Buddy Robo-Welder

４．１ ICT の活用と生産性の向上
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４．交通に関する最新の技術について

Ḳổờ
ṕJR Ṗ

４．１. 4 新技術による効率的・効果的なメンテナンス

■線路設備型モニタリング装置の導入

ổờ 2018 7 線路設備モニタリング装置を導入し線路の状態の遠隔監視を本格導入

ü

ü

４．１ ICT の活用と生産性の向上
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４．交通に関する最新の技術について

４．１. 4 新技術による効率的・効果的なメンテナンス

打音点検箇所抽出システム

¸ AI 変状を読み取り

ẓ 打音点検箇所の絞り込み 打音点検の効率化

４．１ ICT の活用と生産性の向上

ḲNEWS RELEASEṕ Ṗ
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ÅJR ATO （自動列車運転装置）
2022

ÅJR
約12 ％の

エネルギー削減効果

Å ATO 2028

４．交通に関する最新の技術について

４．２ 自動運転技術

自動運転の現状等

Å ṕ Ṗ 日暮里・舎人ライナー
ゆりかもめ

Å 全線立体交差 スクリーン式
ホームドア

Ḳ ṕ Ṗ

４．２．１ 自動運転に関する現状

ḲJR
ṕJR Ṗ

山手線営業列車における自動運転を目指した実証実験
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４．交通に関する最新の技術について

埼玉高速鉄道
埼玉スタジアム線 運転手有 ATO （自動列車運転装置）

可動式ホーム柵設置
（運転手の指示により開閉）

都営大江戸線 運転手有 ATO （自動列車運転装置）
可動式ホーム柵設置

（運転手の指示により開閉）

東京地下鉄
有楽町線 運転手有 ATO （自動列車運転装置）

可動式ホーム柵設置
（運転手の指示により開閉）

日暮里・舎人ライナー
運転手無
（無人）

ATO （自動列車運転装置）
可動式ホーム柵設置

（システム管理）

多摩都市モノレール 運転手有 ATO （自動列車運転装置）
可動式ホーム柵設置

（運転手の指示により開閉）

ẑ ATOṕ
自動的に減速・停止制御を行うシステム

４．２．２ 延伸対象路線における自動運転の現状

４．２ 自動運転技術
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４．交通に関する最新の技術について

４．３ 新たな交通システム

４．３. 1 BRT （バス高速輸送システム）

ＢＲＴとは
Ṅ

導入事例における主な整備効果・特徴
ẇ PTPSṕ Ṗ
ẇ

ẇ

ẇ

ẇ

ṕ Ṗ

国の補助制度
ẇ

Ḳ ṕ Ṗ

出典：道路空間を活用した地域公共交通等の導入に関するガイドライン概要（国土交通省）
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４．交通に関する最新の技術について

４．３ 新たな交通システム

４．３. ２ ＬＲＴ（Light Rail Transit ）

Ḳ ṕ Ṗ
ỗờở

ỗờở

ＬＲＴとは

導入事例における主な整備効果・特徴
ẇ

ẇ

ẇ

ẇ

国の補助制度

ẇ ṕ Ṗ

ẇ ṕ Ṗ
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４．交通に関する最新の技術について

Ḳ ṕ Ṗ

４．３. ３ 都市型索道

¸ 都市型ロープウエーの建設
ṕR5 ( 1300 ) Ṗ

ü

交通利便性

ü 1～2Km 程度おきに新駅

ẓ 12Ṍ15km

ẓ 12Ṍ15km

ẓ 12Ṍ15km

４．３ 新たな交通システム
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５．交通政策の動向について

５．１ 鉄道プロジェクトの評価手法マニュアルの改訂に関する調査検討委員会

□費用便益分析

災̧害時における代替経路確保（リダンダンシー）や大規模保守時など交通途絶時の迂回費用の低減の効果

マニュアルの主な改訂方針（案）

Ḳ
ṕ Ṗ

□新たな評価の視点

新̧たな評価の視点を設定

ṕ
Ṗ 貨幣換算による便益への計上は直ちに

困難であっても効果としては記載

¸ どの視点を重視す
るか どの評価項目を達成していくか

¸

□事業評価

ẇ
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５．交通政策の動向について

５．１ 鉄道プロジェクトの評価手法マニュアルの改訂に関する調査検討委員会

Ḳ
ṕ Ṗ

マニュアルの主な改訂方針（案）

29



５．2 今後の都市鉄道整備の促進策のあり方に関する検討会

５．交通政策の動向について

Ḳ ṕ Ṗ

利用者負担制度の見直し
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６. 埼玉高速鉄道線延伸の取組と課題について

６．１ 埼玉高速鉄道線（地下鉄７号線）延伸の概要

■延伸の取組の経緯（答申以降）
ỄỊ Ệ ểịỊ

Ễị ị ỉ

ễỂ ệ

ễỂ 11 ỉ

Ị
ṕ Ṗ

Ỉ ể

■路線の概要
Ḳ Ṍ ṕ Ḳ Ṍ Ṗ

Ḳ 12.3km ṕ Ḳ 7.2km Ṗ

■県市共同調査（答申以降）
ỄỊ Ṍ ễ

ỆṌệ

Ỉ Ṍ 31



６. 埼玉高速鉄道線延伸の取組と課題について

６．２ 概算建設費の試算結果

7 32



６. 埼玉高速鉄道線延伸の取組と課題について

６．３ 概算建設費の主な変動要因

7
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６. 埼玉高速鉄道線延伸の取組と課題について

６．４ 延伸計画の深度化に向けた主な課題

7
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